
GHGプロトコル「Scope3」スタンダード
策定の最新動向.

サプライチェーンにおける温室効果ガス
排出量算定方法検討会（第1回）

株式会社 トーマツ審査評価機構

マーケティング部長 岩尾 康史

2010年7月26日

TEL    03-4334-8143
E-mail   yasushi.iwao@tohmatsu.co.jp
http://www.tohmatsu.com/teco

プレゼンテーションの意見にかかる部分は私見である旨申し添えます。

mailto:yasushi.iwao@tohmatsu.co.jp
http://www.tohmatsu.com/teco


©2010 Deloitte Touche Tohmatsu LLC

スケジュール アップデート
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年 月 予定

２０１０ ５月 Product & Scope3 ロードテスト・ワークショップ（ワシン
トンDC）

６月 同 ロードテスト結果報告・フィードバック
“Scope3 Calculations”の企画提案（RFP）公募開始
運営員会（オスロ）

７－８月 他２つの企画提案（RFP）も公募開始
中国企業向けワークショップ（上海）
ロードテスト・フィードバック サマリーのリリース（WRI）
ドラフト・スタンダードの改訂（テクニカルWG）

９月中頃？ 第二次統合ドラフト パブリックコメント（３０日間）

１０－１１月 パブコメの取りまとめと分析
ドラフト・スタンダードの改訂

１２月 テキストベースでの新スタンダード取りまとめ完了

２０１１ １月？ Product & Scope3 各スタンダードの正式発行
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「Scope3」スタンダード ロードテストにおける主な留意点

「Scope3」算定対象のバウンダリー（CO2排出量の８０％以上）には、

以下の２つのカテゴリーを含めない。

 カテゴリー １ 「直接サプライヤー（Tier 1）の排出」

 カテゴリー１４ 「製品の使用」

サプライヤーとデータ収集に関し協力体制確立

各カテゴリー、バウンダリー設定、データ収集等の妥当性

不足情報、ガイダンス、メソッド、ツール等の洗い出し

「Product」スタンダードと可能な限り調和を図る
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「Scope3」スタンダード 16カテゴリー （2010年5月ワークショップ時点）

上流／下流／他 「Scope3」 カテゴリー 排出源

上流の「Scope 3」

購入した”製品・サービス”
からのGHG排出

1 直接サプライヤーの排出 直接サプライヤー（Tier 1）からのScope1とScope2

2 上流の”揺り籠から門”までの排出 上流ライフサイクル（インプット）から排出（Tier 1, 2, 3, 4…）

3 Scope 2に含まれない電力関連排出 購入・自家発電等で電力、蒸気等の生産に関連する活動

4 資本的設備 資本設備の製造・建設等に関する排出

5 運輸・流通 直接（Tier 1）輸送事業者に関する外部輸送・流通（製品、サービス、中間財等）

6 出張 交通手段等

7 事業活動における廃棄 上流事業活動における廃棄関連の排出

8 フランチャイズ フランチャイジーのScope1・2に含まれない、フランチャイザーの事業活動

9 リース資産 リース利用者のScope1・2に含まれない、リース事業者の活動

10 投資 固定資産への投資や出資を含む投資活動でScope1,2に含まれないもの

下流の「Scope 3」

売却した”製品・サービス”
からのGHG排出

11 フランチャイズ フランチャイザーのScope1・2に含まれない、フランチャイズ事業活動（設備建造等を含む）

12 リース資産 リース事業者のScope1・2に含まれない、リース事業活動（製造・建造を含む）

13 運輸・流通 売却製品の輸送・流通・保管・小売

14 製品の使用 売却された製品・サービスの使用

15 廃棄 製品の最終段階における廃棄

その他「Scope 3」 16 通勤 社員の通勤・テレワーキング

（株）トーマツ審査評価機構による仮訳
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「Scope3」 スタンダード ロードテスト参加企業 40社
（2010年4月時点）
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「Product」 スタンダード ロードテスト参加企業 ４２社
（2010年4月時点）
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Request for Proposals（公募）

「Scope 3 Calculations」
Scope3スタンダードの１６カテゴリーに関し、各カテゴリーの算定方法論を開発
正確さの度合い（高・中・低）に応じた方法論の提示

 IPCC、UN、EU、他公的機関が発行する算定方法についての取りまとめ
シンプルでユーザーフレンドリーな方法論

特定の国・地域に依らず、国際的に適用可能な方法論

第二次統合ドラフト パブコメ（９月中旬頃？）に含められる

「Assurance Guidance」
Product / Scope3 両スタンダードのAssurance章の策定
可能な限りProduct / Scope3 両スタンダードでの一貫性を考慮
但し、ProductスタンダードのAssuranceが要求事項であるのに対し、Scope3スタンダードの

Assuranceは推奨に留まる。

「Uncertainty Analysis Methods」
Productスタンダード向けに、製品ベースGHGインベントリにおける不確実性分析のための方
法論を開発
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GHGプロトコルの算定ツール
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http://www.ghgprotocol.org/calculation-tools

http://www.ghgprotocol.org/calculation-tools
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GHG Emissions from Purchased Electricity
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「Scope3」 算定 実務面の課題

 サプライヤーデータ収集の困難さ

 １次データ品質管理、２次データ／DB等の取扱い

 途上国・新興国、中小企業等のデータ品質確保

 サブ・ガイダンス、テンプレート等の必要性（WSで指摘多数）

 「製品の使用」 算定・報告の責任主体は？

 ISO、PAS等サプライチェーンに関連する国際スタンダードの混在・混乱
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「Scope3」の取り組みと日本企業の優位性

１．取り組む目的

 グローバルな「Scope3／サプライチェーン」でのCO2管理のニーズは高まる傾向に

ある。（CDP、CDSB、GRI、GHG-P、ISO、PAS、セクタープロトコル 等）

 ステークホルダーからの気候変動情報開示要求（CDP、CDSB等）や自主的・積極
的な情報公開（GRI、GHG-P、セクタープロトコル等）への対応

２．日本企業のアドバンテージ

 日本企業／事業所はGHG管理の基礎的能力が十分に高い。

 カテゴリー１（直接サプライヤーの排出）では、日本企業は品質管理の中で、応用

可能な管理スキームを既に持っている企業が多い。

 カテゴリー１４（製品の使用）では、欧米に先んじてCO2排出削減・抑制への貢献を

定量化するベースライン設定、削減・抑制方法論を開発するチャンスでもある。
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